
私たちが、なぜ高校生の就労支援に取り組むかというと、 

10代の若年段階で学校というセーフティネットから離脱すると、 

社会的孤立のリスクが一気に高まることが、今までの支援の経験からもわかるからです。 

  

大阪府は全国でも、中退数・中退率・不登校数・不登校率、ともに全国ワースト1位。 

定時制高校に至っては、全日制の10倍以上の不登校率を抱えている現状があります。 

また、雇用情勢において、依然として若年者の失業率は高い。さらに非正規雇用率が 

4割近くを占め、若者の経済的自立が困難にさらされている状況にあります。 

これらの背景を前提に、貧困・社会的孤立の可能性が高まっています。 

 

一方、大阪府豊中市の調査によると、ひきこもりになった年齢は15～19歳が3割。 

高校もしくは高校から就労段階へ移行するタイミングと考えられます。 

ひきこもりになるリスクは若年段階で発生しています。 

また、現在の(ひきこもりの)状態になったきっかけとして、「人間関係」と「就職活動」 

と回答している者が3-4割を占めます。 

このような状況からも、社会的孤立を予防する、高校生の就労段階における支援が必要です。 
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なぜ高校在学中の就労支援が大切か 



学校定着支援 
（不登校中退予防） 

 
① 学校内 
居場所事業 

 
 
<大阪府青少年課> 
高校内における居場所の 
       プラットフォーム化事業 
 
<大阪府教育庁> 
課題早期発見フォローアップ事業 

就労支援 
(社会的孤立予防) 

 
② 学校内 

就労支援事業 
 

 <日本財団(内閣府)> 
 子どもの未来応援基金事業 
 「定時制高校生の安定就業・社会的 
  自立を応援する学校・民間連携事業」 
 
 
 

学校内に、２種類の支援体制 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

卒業後の安定就労へ 

困難を抱える定時制高校生の 
学校定着から就労へのスムーズな移行を支える挑戦 

私たちは、貧困や障害など多様な困難を抱えている生徒の割合が多い、定時制高校生の 

支援を、学校と連携して学校内で行っています。学校内には、以下の2種類の支援体制を 

展開しています。 



 ①学校内居場所(相談室)事業 

地域のイベントスタッフとして参加 クリスマスイベント＠相談室 相談室のようす 

 
＜居場所事業に関する予算措置＞ 

 
  2012年度 厚生労働省 『緊急雇用創出事業』 
  2013年度 厚生労働省『緊急雇用創出事業』  
        厚生労働省 
                   『地域若者サポートステーション 
                                              学校連携事業』 
 2014年度 予算措置なし 学校予算＋自主財源  
 2015年度 大阪府 『高校内における居場所の 
                                  プラットフォーム化事業』 
 2016年度 4月～10月 予算措置なし 自主財源  
         11月～    大阪府青少年課 
            『高校内における居場所の 
                                   プラットフォーム化事業』  
 2017年度     大阪府教育庁 
                        『課題早期発見ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ事業』 

継続展開における、事業予算の課題 
 

 本事業は、生徒との継続的な信頼関係構築や 

切れ目のない関わりが重要です。2014年度は、 

新学期開始時に予算めどが立っていませんでしたが、 

4月に新入生を居場所に繋げる重要度の高さを 

経験的に理解していたため、予算措置の課題は 

残りつつも、機会損失を見据え事業展開しました。 

 

 その後、学校・行政・議員・メディアなど多くの方の 

ご協力と働きかけにより、予算化が実現しています。  

困難を抱えた生徒との丁寧に信頼関係を育む関わりや、 

学校との信頼構築など、継続的な関わりが実りをもたらす事業であるため、安定的に事業展開が可能となる 

予算措置が課題です。 

 ②学校連携 就労支援事業 

職場体験実習(飲食業) 職場体験実習(製造業) 

不登校・ひきこもりなどの背景から、学校定着が困難で進路未定のまま中退卒業するリスクのある抱えた 

生徒を、学校内の一室を居場所（相談室）を開室、休憩時間や放課後に生徒を受け入れています。 

相談室では、ゲームやおしゃべりなど何気ない会話から、生徒が抱える課題を把握した場合、学校と共有します。 

在学時からの就労支援を推進するためには、学校と弊社が連携しチームとして取り組むことへの合意形成が 

欠かせません。その結果、学校と支援機関（弊社）の役割や強みを生かした効果的な連携協働を進めています。

象徴的な一例として、従来の教員による進路ガイダンスと合わせて、自立就労支援を専門に行う私たちが、 

進路や就労に関するアドバイスを生徒たちに行うなど、各種就労支援の取組みを任せていただいています。 

キャリア授業 



  

  居場所（相談室）立ち上げのきっかけは、就労支援から    

 

2012年、キャリアブリッジが受託していた、 

「豊中市パーソナルサポートセンター」と定時制高校の連携から 

はじまりました。 

 

豊中市パーソナルサポートセンターは、 

厚生労働省による雇用対策のモデル事業。 

キャリアコンサルタントや、精神保健福祉士など 

さまざまな専門家で構成され、 

それぞれのケースで適切な支援を提案していました。 

 

外国籍の家族の子どもの支援を通じて、学校との信頼関係ができ、 

卒業年次の就労困難な生徒のサポートを依頼されたことから 

連携がはじまりました。 

 

 

「困難性の高い生徒の就労支援をどうするか」  

        （連携開始のきっかけをつくった、当時の担当教員） 

 

担任としてどう支援していいかわからなかったのが、 

ほとんど日本語を話せない外国籍の生徒です。 

たまたま同生徒の家族全体の支援を、 

『パーソナルサポートセンター』で行っていることがわかり、 

ここと繋がれば彼の支援ができるだろうと考えて連携がはじまりました。 

  

連携するうちに、経済的支援・医療的支援・福祉的支援など、 

色々な課題について専門的にサポートしてもらえることが分かり、 

課題を持つために就労困難な生徒たちの就労支援を行ってもらい 

成果を得ることができました。 

 その実績から、2012年度からは、学校で担いきれない部分を 

キャリアブリッジさんに担ってもらうという役割分担を 

学校全体として進めることになりました。 

 

また、課題を持ち就労困難な生徒の支援は、 

卒業年次になってからのサポートでは遅いと考えたこと、 

中退防止・学校定着が大きな課題であること、 

卒業後の支援にもつながること…などを期待して、 

学校と支援機関の連携の柱となる、 

校内における居場所（相談室）を立ち上げることになりました。 



  「職場体験実習」受入れを体験された、飲食業の方  

 

高校生の職場体験を受け入れたのは初めてのことで、手さぐりでした。 

たとえ障害を疑われる要素があったとしても、 

それ相応に環境（仕組み）を変えればいいと思います。 

 

一番もったいないのは、自信をなくしたり、 

制限された環境でその人特有の個性や長所を失ってしまうことですよね。 

 

例えば、周囲の人間が 

「Aさんはこういう人だから、これでも頑張ってるよね」 

としてしまうと、伸びる機会を奪ってしまうような気がするんです。 

  

僕は専門的なことはわからないけれど、 

「できない」のか「やらない」のかを、 

僕ら側も理解することが大切だと思います。 

 

「できるけど苦手」「ちょっと頑張ればできるかもしれない」 

ことがあるとしたら、内発性の動機と、 

その結果による効果を実感することが大事じゃないかと思います。 

  

それを実践できる場や環境さえ作ってあげれば（その状況に入れば） 

楽しんでやれると思います。 

実際、「伺います」や「お持ち致します」など 

普段使わないような言葉が言えないので、 

スタッフにあれこれ聞いてましたしね。 

 

僕らができることって、彼らの興味や向上心に火をつけて、 

どんどんやってみようと思ってもらえるようにすることかなと。 

 

そんなふうに仕事も覚えてもらって 

いろんな仕事ができるようになってきているので、僕らも助かっています。 



貧困をはじめ、多様で困難な社会的課題を抱える生徒にとって、 

定時制高校で過ごす日々はとても貴重な時間です。 

  

毎日学校に通えることはもちろん、進級する・卒業するという道のりが 

彼・彼女たちにとって決して「当たり前」ではないケースも多くあります。 

そのプロセスは、生徒自身の踏ん張りと 

学校・先生方の尽力でここまで続けられてきました。 

   

しかし、卒業後の安定就労につながるには、 

さらに別のハードルが立ちはだかります。 

 

現行の労働市場において、高校新卒求人は生徒にとって 

安定就労の最終チャンスであるにも関わらず、  

 「学校に通うのが精いっぱいで、一度も働いたことがない」 

 「家にお金がないからアルバイトはするけど毎回長続きしない」 

 「働く自信がないから借金して専門学校に行こうと思う」 

…というような生徒が多く存在するのが現実です。 

  

 

そんな状況において、私たちが本事業を通じて改めて実感しているのは、 

10－20代の若者の「可能性」です。 

 

働くことを通じて多様な人と出会い新たな体験にチャレンジする中で、 

自分自身の理解を深め、周囲の方に可能性を見出されて輝いていく 

高校生の姿を目の当たりにしてきました。 

  

彼・彼女たちは、「力を持っていない」のではなく、 

力を発揮できる環境に出会ってこなかったのです。 

 

 

また、貧困の連鎖を予防する試みとして、 

費用対効果という視点から、私たちの経験則に基づいて考えてみましょう。 

  

学校から就労または社会資源へ隙間なく移行できなかった場合、 

若者が社会的に漂流し孤立していくリスクは高いといえます。 

 

学卒後から数年経過し、困窮度・緊急度・困難度の高まった状態で 

支援につながる場合は、リスクが高まる以前に支援を開始した場合に 

比べて、時間と人手（コスト）が何倍にも膨らんでしまいます。 

  

 



さらにこの事業を通じて、 

地域事業所との協働の重要性を再認識しました。 

  

多様な若者の可能性を伸ばし、包摂し、 

雇用の場として機能する地域事業者と、 

人材不足解消の一端を担い地域経済を支える存在としての若者。 

 

それぞれの存在がお互いに活かしあってこそ、 

多様な人が活躍できる「豊かな」地域がつくられるのではないでしょうか。 

  

  

困難を抱える若者の安定就労や自立に向けた将来像を描くためには、 

彼・彼女らの自然な日常の姿や個性に関心を寄せ、 

理解する姿勢が鍵となります。 

 

信頼構築を前提とし、本来備わっている力や可能性を引き出す関わりとともに、 

若者が新たに挑戦できる環境を増やし、 

その挑戦する気持ちを支えながら送りだす。 

 

そういったおとなや社会の側の懐の大きさが、 

若者を引き寄せる持続可能で活力ある地域づくりにもつながるように思います。 

 

若者一人ひとりの可能性を拓く社会の実現にむけて、これからも進んでいきます。 

 

 

 

 

                           一般社団法人キャリアブリッジ  



■毎日新聞(2016/10/5) 掲載いただきました 
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■琉球新聞(2016/6/2) 掲載いただきました 

 



■おおさかの住民と自治(2017年5月号) 掲載いただきました 

 


